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研究成果の概要（和文）：極小微動アレイによる深さ1m～10m程度の精度評価のために、過去の表面波探査地点
と厳密に同じ地点で極小微動アレイ観測を実施した。具体的には、茨城県潮来市の人工造成地盤における表面波
探査地点をターゲットとした。各手法で得られた位相速度分散曲線の比較により、半径0.6mの極小微動アレイに
よる浅い側の解析限界は、概ね深さ1m～2mとなることが示された。ただし、両手法では表面波の励起モードが異
なるため、位相速度分散曲線の厳密な比較は困難との問題が明らかとなったため、(i)速度構造推定に関する２
つの異なるアプローチの提案及び(ii)位相速度同定時のインコヒーレントノイズ補正に関する研究を追加、完成
した。

研究成果の概要（英文）：We performed microtremor observation with a miniature seismic array with 
radius less than 1 m at exactly the same site as the previous surface-wave-exploration site in order
 to evaluate the accuracy of a miniature microtremor array method for a depth range from 1 to 10 m. 
The experimental site was set on an artificial ground at Itako City, Ibaraki, Japan. From the 
comparison between those phase velocities, we found that the shallower limit of the analyzable depth
 range for a miniature microtremor array method with radius of 0.6 m lies at about 1 to 2 m in 
depth. However, it was also revealed that, since the excitation modes of the surface wave were 
different between those methods, the exact comparison of the phase-velocity dispersion curves was 
difficult. For this reason, we planned and completed additional research, (i) to develop two kinds 
of approaches to inferring an S-wave velocity structure and (ii) to correct the incoherent noise for
 identifying phase velocities.

研究分野： 社会システム工学、安全工学、防災工学およびその関連分野

キーワード： 微動アレイ探査　表面波探査　ノイズ補正　表層地質　浅部速度構造　平均S波速度

  １版

平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
表面波探査（SW）法による位相速度分散曲線の比較に基づく極小微動アレイ（MMA）の浅い側の解析限界は、観
測仕様、観測機材に依存するものの、本検討の場合は深さ1～2m程度と考えられた。また、それぞれの分散曲線
に基づくS波速度構造の比較によれば、SW法とMMA法は、逆解析精度の範囲内で同様な結果を与える。上記の結果
に基づけば、探査対象が深さ2m以上ならば、微動の極小アレイは、表面波探査に必要となる観測機材や時間を削
減できる代替法となり得る。現実には地盤の相違によるばらつきがあると考えられるが、本研究により、MMA法
の新たな需要を創出するための探査限界のオーダーを把握できたと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 
申請者は、2013 年に、半径１m以下のごく小さい地震計のアレイ（群列）を用いてアレイ半径
の数 10倍、場合によっては 100 倍以上に達する長波長を扱える微動探査法を提案した 1)。微動
探査法とは、地表面に展開した地震計のアレイ（群列）を用いて、いつでもどこでも存在する
常時微動を測定し、得られた記録の解析から表面波の位相速度を同定することによって地盤構
造を推定する探査法である。解析される波の最大波長は探査深度の最大値を規定する一方、ア
レイサイズに依存する。通常の微動探査法のアレイサイズは 10m から数 kmで（表１）、アレイ
半径の 10倍以下の波長しか解析できない。しかし、極小アレイを用いれば、車輛の背後に展開
できるほど小さなアレイ(写真 1；半径 0.6m)で深さ数 10m に達する地盤構造を推定できる。よ
って、大量で稠密なデータが簡単に得られる。当然ながら従来の微動探査よりも水平方向の分
解能が高い。提案手法は「常識外れの小さいアレイで想定外の深さまで探査できる新しい手法」
ということになる。そこでここではこれを「極小アレイを用いた
新しい微動探査法」と呼ぶ。このアイデアを提案する際、我々は、
小さいアレイで推定できる最大深度、すなわち深い側の解析限界
に焦点を当ててきた。これは、特に地震時の揺れの評価を見据え、
極小アレイで評価すべき地盤構造の深さスケールを数 10m（工学的
基盤まで）と規定したためである。しかし、液状化ポテンシャル
の評価や建築物の安全性評価等への適用を見据えると、それより
も一桁浅いスケールの地盤構造を高精度で評価することが重要と
なる。 
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２．研究の目的 
 
本研究では、半径 1 m 以内の極小アレイを用いた微動探査による深さ 1～10 m 程度の精度を
評価し、それに基づいて極小アレイの浅い側の探査深度限界を評価することを目的とする。た
だし、精度が低い場合ノイズ補正等のデータ処理による精度向上と観測機材の工夫による精度
向上とをそれぞれ試みる。 
 
３．研究の方法 
 
実データを用いた精度評価のほか、精度向上のための理論の開発、観測機材面からの実験的検
討を行う。具体的には、過去の表面波探査地点と厳密に同じ位置で極小アレイ探査を実施し、
探査結果を比較することで極小アレイの探査精度を評価する。精度が低い場合、数値シミュレ
ーション等でその原因を追及し、理論開発による改善の余地を探る。それと並行して、極小ア
レイを高周波数帯域に適用するにあたってアレイを構成する地震計のタイプ（サーボ型と動コ
イル型）依存性等の諸問題を検討する。最後に、様々な観測データを用いて開発理論及び実験
結果を検証する。 
 
４．研究成果 
 
（１）極小微動アレイによる深さ 1m～10m 程度の精度評価のために、過去の表面波探査地点と
厳密に同じ地点で極小微動アレイ観測を実施した。サーボ型加速度計（JU410）を使ったケース
と動コイル型ジオフォン(GS11D)をそれぞれ用いた。その結果、2つの測線に沿う複数地点で極
小微動アレイによる位相速度は 10Hz 以上の高周波数帯域で表面波探査による位相速度に対し
て過大評価することが分かった。10-20Hz では周波数帯域とともに徐々に乖離が大きくなり，
20Hz で平均 20%過大評価した。JU410 による乖離は GS11D よりも大きかった。1/3 波長則で概算
すると、浅い側の解析限界は GS11D で 0.7～1m，JU410 で 2～2.5m となることが明らかとなった
(長他, 2017)。 
  
（２）ただし、上記の比較を実施する過程で、両手法では表面波の励起モードが異なるため、
位相速度分散曲線の厳密な比較は困難との問題が浮上した。この問題への対応として、速度構
造推定に関する２つの異なるアプローチ（平均像を推定するための経験的アプローチと情報量
規準に基づいて高分解能を得るための統計的アプローチ）を開発した。 
 
「２つのアプローチ」のうちの１つ目は、安全サイドでの簡易アプローチである。すなわち、
JU410 で極小アレイを構成する場合に限っては、数 Hz から 20Hz までの周波数帯域を用いれば
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安全に適切な構造を推定できるはずであるので、その範囲で（平均的な）速度構造を推定する
手段として、10m 程度の深さレンジごとに平均Ｓ波速度を推定する方法を提案した（長, 2018a）。
このアプローチを 2016 年熊本地震直後に実施した微動アレイ観測で得られたデータに適用し、
学術論文にとりまとめた(Cho et al., 2018)。２つ目のアプローチは、より一般的で厳密だが、
やや複雑な方法である。すなわち、情報量規準に基づいて位相速度分散曲線を構成するモード
および層構造を客観的に解釈する逆解析法を提案した(長・岩田, 2017; Cho and Iwata, 2018a)。
これらの方法により、極小微動アレイと表面波探査でそれぞれ得られる速度構造モデルの客観
的な比較が可能となった。そして、実際に潮来の微動データに適用したところ(Cho and Iwata, 
2018b)、逆解析精度の範囲内で、両手法は同程度の結果を出すことが分かった。 
 
（３）また、位相速度同定時のインコヒーレントノイズ補正法を開発する研究を追加した。こ
れは「３. 研究の方法」で述べた「精度が低い場合、数値シミュレーション等でその原因を
追及し、理論開発による改善の余地を探る」に関わる成果である。具体的には、Extended 
Spatial Autocorrelation method (ESAC 法)で複数の自己相関係数―自己相関法（微動アレイ探
査で良く用いられる位相速度解析法の名称）で位相速度を得るために生成される中間量―を用
いて，インコヒーレントノイズを加味した観測方程式を連立させて解く方法を提案した(長, 
2018b; Cho, 2018)。 
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